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総務省自治財政局財政課   

 

令和５年度補正予算（第１号）に伴う対応等について  

  

  

政府は、令和５年１１月１０日に、令和５年度補正予算（第１号）の概算に

ついて閣議決定したところであります（別添資料参照）。 

 これに伴う財政措置等として別紙のとおり講ずることを予定しておりますの

で、お知らせいたします。 

貴都道府県内の市区町村及び市区町村議会に対しても速やかに措置の内容を

御連絡いただくようお願い申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

                                            【担当】 

                       総務省自治財政局 

                        財政課財政計画係 冨澤 

                        電話 03-5253-5612 



（別 紙） 

 

第１ 国の補正予算 

政府は、令和５年１１月１０日に令和５年度補正予算（第１号）の概算

 について閣議決定し（別添資料参照）、国会に提出する予定である。 

今回の補正予算においては、歳出面で、物価高から国民生活を守る２兆

７，３６３億円、地方・中堅・中小企業を含めた持続的賃上げ、所得向上

と地方の成長を実現する１兆３，３０３億円、成長力の強化・高度化に資

する国内投資を促進する３兆４，３７５億円、人口減少を乗り越え、変化

を力にする社会変革を起動・推進する１兆３，４０３億円、国土強靱化、

防災・減災など国民の安全・安心を確保する４兆２，８２７億円、地方交

付税交付金７，８２０億円等を追加計上するほか、既定経費の減額３兆

５，０９８億円の修正減少額を計上している。 

また、歳入面で、税収１，７１０億円、税外収入７，６２１億円、前年

 度剰余金受入３兆３，９１１億円、公債金８兆８，７５０億円（建設公債

 ２兆５，１００億円及び特例公債６兆３，６５０億円）を追加計上してい

 る。 

この結果、一般会計予算の規模は、歳入歳出とも令和５年度当初予算に

 対し、１３兆１，９９２億円増加し、１２７兆５，８０４億円となってい

 る。 

 

第２ 補正予算に係る財政措置等 

今回の補正予算においては、国税収入の決算等に伴い地方交付税が増額

 されるとともに、歳出の追加に伴う地方負担の増加が生じること等から、

 以下のとおり措置を講ずる予定である。 

１ 地方交付税 

今回の補正予算において、地方交付税法第６条第２項の規定に基づき

   増額される令和５年度分の地方交付税の額は、８，５８４億円（令和４

   年度国税決算に伴う地方交付税法定率分の増額８，２３０億円及び令和

   ５年度国税収入の補正に伴う地方交付税法定率分の増額３５４億円）で

   ある。 

また、令和５年度当初に行うこととしていた交付税特別会計借入金の

   償還については、当該償還予定額のうち３，０００億円の償還を繰り延

   べるとともに、当該額を令和５年度当初の地方交付税の総額に加算する

   こととし、これらの合算額１兆１，５８４億円については、以下のとお



   り措置することとしている。 

(1) 以下のとおり、５，７４１億円を令和５年度の地方交付税総額に

加算して増額交付する措置を講ずることとしていること。 

① 普通交付税の調整額を復活するとともに、国の補正予算におけ

る歳出の追加に伴う地方負担及び地方公務員の給与改定を実施す

る場合に必要となる経費の一部を措置するため、令和５年度の地

方交付税を２，５９１億円（普通交付税２，４３６億円及び特別

交付税１５５億円）増額交付することとしていること。 

この普通交付税の増額交付に対応して、令和５年度に限り、基

準財政需要額の費目に「臨時経済対策費（仮称）」を創設すると

ともに、調整額を復活することとしていること。 

② 令和６年度及び令和７年度における臨時財政対策債の元利償還

金の一部を償還するための基金の積立てに要する経費の財源を措

置するため、令和５年度の普通交付税を３，０００億円増額交付

することとしていること。 

これに対応して、令和５年度に限り、基準財政需要額の費目に

「臨時財政対策債償還基金費（仮称）」を創設することとしてい

ること。 

なお、「臨時財政対策債償還基金費（仮称）」の算定額につい

ては、令和６年度及び令和７年度の「臨時財政対策債償還費」か

らそれぞれ当該算定額の２分の１に相当する額を控除することと

なることから、各地方公共団体においては、この措置に対応し令

和５年度内に減債のための基金に積立てを行うなど適切に対応さ

れたいこと。 

③ 本年度の災害等の状況にかんがみ、上記①の１５５億円に加え

て、令和５年度の特別交付税の総額に１５０億円加算することと

していること。 

④ 上記①②に伴い、普通交付税の再算定を行うこととしているこ

と。普通交付税の再算定の詳細については、別途お知らせする予

定であること。 

(2) 令和５年度地方財政計画において「地域デジタル社会推進費」を

計上するために活用することとしていた令和５年度の地方公共団体

金融機構の公庫債権金利変動準備金１，０００億円について、その

活用時期を見直すこととしていること。 

(3) 残余の額４，８４３億円については、令和６年度分として交付す



べき地方交付税の総額に加算して交付する措置を講ずることとして

いること。 

以上の措置を講ずるため、「地方交付税法及び特別会計に関する

法律の一部を改正する法律案（仮称）」を国会に提出する予定であ

ること。 

２ 追加の財政需要 

今回の補正予算においては、歳出の追加に伴う地方負担が生じること

   から、これに対しては以下のとおり財政措置を講ずることとしている。 

なお、詳細については、別途お知らせする予定である。 

(1) 今回の補正予算により令和５年度に追加されることとなる投資的

経費に係る地方負担については、原則として、その１００％まで地

方債を充当できることとし、以下に掲げるものを除き、後年度にお

ける元利償還金の５０％（当初における地方負担額に対する算入率

が５０％を超えるものについては、当初の算入率）を公債費方式に

より基準財政需要額に算入することとしていること。 

① 災害復旧事業債 

ア 補助災害復旧事業債 

補助災害復旧事業債の後年度における元利償還金については、

その９５％を公債費方式により基準財政需要額に算入すること。 

イ 災害対策債 

（ア）なりわい再建支援事業（地方公共団体が補助する経費の

２／３を国が補助する場合）に係る災害対策債の後年度にお

ける元利償還金については、その９５％を公債費方式により

基準財政需要額に算入すること。 

（イ）災害廃棄物処理事業については、地方負担額の８０％を特

別交付税により措置した上で、残余について、災害対策債の

発行要件を満たす地方公共団体においては、災害対策債の後

年度における元利償還金の５７％を特別交付税により措置す

ること。 

ウ 一般単独災害復旧事業債 

一般単独災害復旧事業債の後年度における元利償還金につい

ては、地方公共団体の財政力に応じ、その４７．５％～８５．５

％を公債費方式により基準財政需要額に算入すること。 

エ 地方公営企業災害復旧事業債 

地方公営企業災害復旧事業債の後年度における元利償還金に



ついては、一般会計からの繰出額に応じ、その最大５０％まで

を特別交付税により措置すること。 

② 公営企業債 

当初における一般会計からの繰出額の一部に対する算定と同様

の方式により措置すること。 

③ 一般事業債 

災害援護貸付金について、資金手当として一般事業債を充当で

きること。 

(2) 今回の補正予算により令和５年度に追加されることとなる地方債

の対象とならない経費については、以下のとおり財政措置を講ずる

こととしている。 

① 感染症医療費負担金事業に係る地方負担については、令和４年

度から繰り越された新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時

交付金（国庫補助事業等の地方負担分）の算定対象とすることと

していること。 

② 上記①以外の事業に係る地方負担については、上記１(1)の地方

交付税の増額交付等の中で対応することとしていること。 

３ 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の増額等 

今回の補正予算においては、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付

   金を１兆５，５９２億円（うち低所得世帯支援枠分１兆５９２億円、推

   奨事業メニュー分５，０００億円）増額することとされている。 

このほか、全額国費により、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援

   交付金の増額（５，２４９億円（医療分））、新型コロナウイルスワク

   チンの接種体制の整備・接種の実施（８８７億円）等に係る事業を計上

   することとされている。 

 

第３ 地方公務員の給与改定 

本年の国家公務員の給与改定については、「公務員の給与改定に関する

 取扱いについて」（令和５年１０月２０日閣議決定）において、その取扱

 いが決定されたところであるが、地方公務員の給与改定については、「地

 方公務員の給与改定等に関する取扱いについて」（令和５年１０月２０日

 付け総務副大臣通知）で通知したとおり、地方公務員法の趣旨に沿って適

 切に対応するとともに、その実施に当たっては、国における給与法の改正

 の措置を待って行うよう留意されたい。 

また、「常勤職員の給与改定が行われた場合における会計年度任用職員



 の給与に係る取扱いについて」（令和５年５月２日付け総務省自治行政局

 公務員部給与能率推進室長通知）を踏まえ、常勤職員の給与改定が行われ

 た場合における会計年度任用職員の給与については、改定の実施時期を含

 め、常勤職員の給与改定に係る取扱いに準じて改定することを基本とされ

 ていることに留意されたい。 

当該給与改定に係る一般財源所要額については、地方財政計画上の追加

 財政需要額（４，２００億円）及び上記第２の１(1)の地方交付税の増額

 交付の中で対応することとしているので、留意されたい。 

 

第４ その他 

「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和５年１１月２日閣議決

定）においては、「本経済対策の速やかな執行により、物価高に苦しむ生

活者・事業者に対し、一刻も早く支援策をお届けする。このため、全府省

庁の連携の下、地方公共団体等への周知を徹底し、国・地方が一体となっ

て、できる限り早期の執行に努める」とされていることを踏まえ、適切に

対応されたい。 



令和5年度一般会計補正予算（第1号）等について

令和5年11月10日

（単位億円）

第一 一般会計予算の補正

1歳出の補正額

（歳出の追加額）

(1) 物価高から国民生活を守る

(2) 地方 ・ 中堅 ・ 中小企業を含めた持続的賃上げ、 所
得向上と地方の成長を実現する

(3) 成長力の強化 ・ 高度化に資する国内投資を促進す
る

(4) 人口減少を乗り越え、 変化を力にする社会変革を
起動 ・ 推進する

(5) 国土強靱化、 防災 ・ 減災など国民の安全•安心を
確保する

小 計

(6) その他の経費

① 防衛力強化資金へ繰入

② その他

(7) 国債整理基金特別会計へ繰入

(8) 地方交付税交付金

計

（歳出の修正減少額）

(1) 新型コロナウイルス感染症及び原油価格 ・ 物価高
騰対策予備費の減額

(2) ウクライナ情勢経済緊急対応予備費の減額

(3) 既定経費の減額

計

3

3

5

3

7

2

1

0

0

7

0

0

 

6

0

7

0

2

7

5

9

6

4

2

9

 

3

3

3

4

8

2

8

3

4

1

8

0

 

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

 

7

3

4

3

2

1

4

0

4

3

7

7

 

2

1

3

1

4

3

1

1

1

6

 

1

1

 

△20,000

△ 5,000

△10,098

△35,098

合 計 131,992 

（別添資料）








